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ケーブルテレビ事業者のAJC-CMS導入理由とその効
果に関する一考察
















Japan Cable-Contents Management System）を日本のケーブルテレビ事業者がどのような理由と
効果を求め導入しているのかについて実証データをもとに分析した。実証データは 2013 年 12 月
に実施した日本ケーブルテレビ連盟加盟ケーブルテレビ事業者（429 局）対象の調査票調査（郵送
調査法、有効回収率42.4%）から得ている。 AJC-CMS の導入・利用状況の分析からは、（1）ケー





者数および有線電気通信設備数は 2015 年 3 月末









































































































AJC-CMS は 3 期計画でシステム構築と検証が行





の宝～』が全国 137 社 2,040 万世帯に向けて
AJC-CMS 配信 ( 一部は除く ) され、地域連動の
コマース販売や全国共通 CM 枠設定等もなされ
た。2012 年度以降も地域コンテンツの AJC-CMS 
を介した全国配信プロジェクトは続く。連盟によ






























代』（2013 年 1・2 月合併号）掲載「資料・ケー
ブルテレビオペレーター一覧」から連盟正会員事
業者を局単位で 429 局を選び出した。 
実査は 2013 年 12 月 10 日から 27 日の期間に
郵送での調査票調査（総務担当宛に郵送）2）を実











送文化研究所 1974, 美ノ谷和成 1973］したほか、
東京・多摩ニュータウンの CCIS4）や奈良県生駒
































































75%=41,625.25世帯）で全体を 4 区分し、3 運営
形態別の割合から運営規模を比較してみる。
「営利法人」では 41,625.26 世帯以上（第 4 四
分位・42.4%）の局、「第3セクター」では 41,625.25






















 利用局の運営は「第 3 セクター」(55.3%)と「営
利法人」(35.1%)によって主に行われる傾向にあっ
た。地方公共団体と指定管理者を含む「非営利」




(25%=7885.25 世 帯 、 50%=18718.00 世 帯 、
75%=41625.25 世帯)で全体を 4 つに区分し、3 運
営形態別の割合から運営規模を比較してみる。 
 「営利法人」では 41,625.26 世帯以上(第 4 四分
位・42.4%)の局、「第 3 セクター」では 41,625.25

































(表 5 参照)。 








































全体 94 23.4% 23.4 23.4 23.4 6.4 
営利法人 33 21.2% 3.0 21.2 42.4 12.1 
第3セクター 52 19.2% 34.6 28.8 15.4 1.9 














全体 94 37.2% 40.4 22.3 
営利法人 33 54.5% 33.3 12.1 
第3セクター 52 32.7% 48.1 19.2 








 利用局の運営は「第 3 セクター」(55.3%)と「営
利法人」(35.1%)によって主に行われる傾向にあっ
た。地方公共団体と指定管理者を含む「非営利」




(25%=7885.25 世 帯 、 50%=18718.00 世 帯 、
75%=41625.25 世帯)で全体を 4 つに区分し、3 運
営形態別の割合から運営規模を比較してみる。 
 「営利法人」では 41,625.26 世帯以上(第 4 四分
位・42.4%)の局、「第 3 セクター」では 41,625.25

































(表 5 参照)。 


















全体 94 23.4% 23.4 23.4 23.4 6.4 
営利法人 33 21.2% 3.0 21.2 42.4 12.1 
第3セクター 52 19.2% 34.6 28.8 15.4 1.9 














全体 94 37.2% 40.4 22.3 
営利法人 33 54.5% 33.3 12.1 
第3セクター 52 32.7% 48.1 19.2 








 利用局の運営は「第 3 セクター」(55.3%)と「営
利法人」(35.1%)によって主に行われる傾向にあっ
た。地方公共団体と指定管理者を含む「非営利」




(25%=7885.25 世 帯 、 50%=18718.00 世 帯 、
75%=41625.25 世帯)で全体を 4 つに区分し、3 運
営形態別の割合から運営規模を比較してみる。 
 「営利法人」では 41,625.26 世帯以上(第 4 四分
位・42.4%)の局、「第 3 セクター」では 41,625.25

































(表 5 参照)。 








































全体 94 23.4% 23.4 23.4 23.4 6.4 
営利法人 33 21.2% 3.0 21.2 42.4 12.1 
第3セクター 52 19.2% 34.6 28.8 15.4 1.9 














全体 94 37.2% 40.4 22.3 
営利法人 33 54.5% 33.3 12.1 
第3セクター 52 32.7% 48.1 19.2 









































われる(表 6 参照) 
 
(7)小括 














5．2 AJC-CMS 利用局での利用状況 
(1)AJC-CMS 導入理由 
 利用局の AJC-CMS 導入理由は全体的に「日本
ケーブルテレビ連盟からの勧め」(70.2%)が最も多
く、次いで「他局の自主制作番組を調達し放送し
























































全体 92 52.2% 18.5 32.6 72.8 7.6 20.7
営利法人 31 58.1% 22.6 25.8 58.1 3.2 12.9
第3セクター 52 46.2% 17.3 40.4 86.5 5.8 19.2





























全体 92 6.5% 25.0 51.1 - 3.3  
営利法人 31 3.2% 16.1 45.2 - -  
第3セクター 52 9.6% 25.0 51.9 - 1.9  









































































全体 94 70.2% 18.1 27.7 4.3 16.0 28.7
営利法人 33 57.6% 21.2 33.3 6.1 9.1 21.2
第3セクター 52 84.6% 19.2 28.8 3.8 19.2 30.8



























































全体 94 7.4% 43.6 1.1 19.1 6.4  
営利法人 33 6.1% 36.4 3.0 9.1 9.1  
第3セクター 52 9.6% 46.2 - 25.0 3.8  














































全体 94 98.9% 7.4 36.2 29.8 48.9 
営利法人 33 100.0% 6.1 27.3 27.3 39.4 
第3セクター 52 98.1% 7.7 40.4 32.7 51.9 









































全体 94 43.6% 73.4 51.1 18.1 1.1 
営利法人 33 39.4% 66.7 54.5 27.3 3.0 
第3セクター 52 50.0% 76.9 51.9 13.5 - 

































われる(表 6 参照) 
 
(7)小括 














5．2 AJC-CMS 利用局での利用状況 
(1)AJC-CMS 導入理由 
 利用局の AJC-CMS 導入理由は全体的に「日本
ケーブルテレビ連盟からの勧め」(70.2%)が最も多
く、次いで「他局の自主制作番組を調達し放送し








    
 
  
全体 92 52.2% 18.5 32.6 72.8 7.6 20.7
営利法人 31 58.1% 22.6 25.8 58.1 3.2 12.9
第3セクター 52 46.2% 17.3 40.4 86.5 5.8 19.2
非 営 利 9 66.7% 11.1 11.1 44.4 33.3 55.6
 
N 
    
 
 
全体 92 6.5% 25.0 51.1 - 3.3  
営利法人 31 3.2% 16.1 45.2 - -  
第3セクター 52 9.6% 25.0 51.9 - 1.9  







全体 94 70.2% 18.1 27.7 4.3 16.0 28.7
営利法人 33 57.6% 21.2 33.3 6.1 9.1 21.2
第3セクター 52 84.6% 19.2 28.8 3.8 19.2 30.8





全体 94 7.4% 43.6 1.1 19.1 6.4  
営利法人 33 6.1% 36.4 3.0 9.1 9.1  
第3セクター 52 9.6% 46.2 - 25.0 3.8  











全体 94 98.9% 7.4 36.2 29.8 48.9 
営利法人 33 100.0% 6.1 27.3 27.3 39.4 
第3セクター 52 98.1% 7.7 40.4 32.7 51.9 












全体 94 43.6% 73.4 51.1 18.1 1.1 
営利法人 33 39.4% 66.7 54.5 27.3 3.0 
第3セクター 52 50.0% 76.9 51.9 13.5 - 





























われる(表 6 参照) 
 
(7)小括 














5．2 AJC-CMS 利用局での利用状況 
(1)AJC-CMS 導入理由 
 利用局の AJC-CMS 導入理由は全体的に「日本
ケーブルテレビ連盟からの勧め」(70.2%)が最も多
く、次いで「他局の自主制作番組を調達し放送し
























































全体 92 52.2% 18.5 32.6 72.8 7.6 20.7
営利法人 31 58.1% 22.6 25.8 58.1 3.2 12.9
第3セクター 52 46.2% 17.3 40.4 86.5 5.8 19.2





























全体 92 6.5% 25.0 51.1 - 3.3  
営利法人 31 3.2% 16.1 45.2 - -  
第3セクター 52 9.6% 25.0 51.9 - 1.9  









































































全体 94 70.2% 18.1 27.7 4.3 16.0 28.7
営利法人 33 57.6% 21.2 33.3 6.1 9.1 21.2
第3セクター 52 84.6% 19.2 28.8 3.8 19.2 30.8



























































全体 94 7.4% 43.6 1.1 19.1 6.4  
営利法人 33 6.1% 36.4 3.0 9.1 9.1  
第3セクター 52 9.6% 46.2 - 25.0 3.8  














































全体 94 98.9% 7.4 36.2 29.8 48.9 
営利法人 33 100.0% 6.1 27.3 27.3 39.4 
第3セクター 52 98.1% 7.7 40.4 32.7 51.9 









































全体 94 43.6% 73.4 51.1 18.1 1.1 
営利法人 33 39.4% 66.7 54.5 27.3 3.0 
第3セクター 52 50.0% 76.9 51.9 13.5 - 
非 営 利 9 22.2% 77.8 33.3 11.1 - 
注1)AJC-CMS利用局のみ集計 
注2)度数5以下のセルがあるためχ2検定は除外 
















(33.3%)が多い(表 7 参照)。 
 
(2)ひと月あたりの利用件数 












ツを 5 件以上アップロードしていた(表 9 参照)。 
 
(3)AJC-CMS の長所 











































全体 47 42.6% 25.5 17.0 10.6 4.3 
営利法人 16 31.3% 12.5% 31.3 12.5 12.5 
第3セクター 27 44.4% 37.0 7.4 11.1 - 












全体 28 78.6% 14.3 3.6 3.6 
営利法人 9 44.4% 33.3 11.1 11.1 
第3セクター 18 94.4% 5.6 - - 























































































全体 92 53.3% 57.6 77.2 48.9 51.1 13.0
営利法人 31 51.6% 45.2 87.1 48.4 48.4 16.1
第3セクター 52 51.9% 63.5 71.2 50.0 51.9 11.5


































































全体 92 8.7% 21.7 6.5 31.5 34.8 5.4
営利法人 31 9.7% 12.9 9.7 16.1 19.4 9.7
第3セクター 52 9.6% 25.0 5.8 40.4 44.2 3.8





























































低い傾向にあった(表 11 参照)。 
 
(5)AJC-CMS への要望 












てほしい」をあげる局が目立っ (表 12 参照)。 
 
(6)小括 





























他局制作番組を扱う機会 .73 .69 .73 .89
他地域を念頭においた番組づくり .43 .38 .45 .44
番組制作に対する意欲 .39 .45 .37 .33
制作番組のジャンル数 .35 .38 .33 .33
自局内での意見交換の機会 .35 .21 .41 .44
他局との意見交換の機会 .28 .25 .33 .11
地元地域への興味・関心 .26 .28 .25 .22
番組のクオリティ .26 .28 .25 .22
自局制作番組の数 .20 .28 .16 .22
番組連動した通販番組の数 -.01 .00 -.02 .00
番組調達コスト .19 .07 .25 .22
番組配信コスト .18 .20 .19 .00











































































全体 88 29.5% 8.0 36.4 44.3 21.6 17.0
営利法人 30 36.7% 10.0 40.0 50.0 13.3 23.3
第3セクター 49 24.5% 6.1 32.7 42.9 26.5 16.3























































全体 88 9.1% 38.6 9.1 14.8 1.1 11.4
営利法人 30 16.7% 30.0 6.7 16.7 - 10.0
第3セクター 49 6.1% 46.9 10.2 16.3 2.0 12.2























































































































































































全体 33 42.4% 15.2 12.1 3.0 9.1 
営利法人 6 16.7% 16.7 16.7 - 33.3 
第3セクター 12 16.7% - - - 8.3 





































































全体 33 3.0% 3.0 3.0 12.1 3.0 
営利法人 6 - % 16.7 - 16.7 - 
第3セクター 12 - % - 8.3 8.3 - 












































全体 33 9.1% 30.3 3.0 12.1 18.2 
営利法人 6 - % 16.7 - 16.7 16.7 
第3セクター 12 8.3% 66.7 - 8.3 16.7 







1) 本稿の分析は公益財団法人電気通信普及財団・平成 24 
年度研究調査助成を受け実施した調査の一部データを用
いている。












1978 年 7 月から 1986 年 3 月まで行われた［ニューメ
ディア開発協会 1987］。












の 扱 い で 敬 遠 さ れ る と 指 摘 が あ る［e.g., 浅 岡 隆 裕 
2009:61-62］。
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